




（退職給付関係） 
１ 採用している退職給付制度の概要 

 主として、確定給付型の制度として、退職一時金制度および適格退職年金制度を設けております。 

 また、従業員の退職等に際し、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされないものとし

て、早期退職制度の実施に伴う特別加算金等を支払う場合があります。 

２ 退職給付債務に関する事項 

  
前連結会計年度 

（平成21年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成22年３月31日） 

イ 退職給付債務（百万円） △470,509 △436,352 

ロ 年金資産（百万円） 277,858 280,135 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ）（百万円） △192,651 △156,216 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額（百万円） 754 149 

ホ 未認識数理計算上の差異（百万円） 90,241 55,503 

ヘ 未認識過去勤務債務（百万円） △129 713 

ト 連結貸借対照表計上額純額（百万円） 

（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
△101,785 △99,851 

チ 前払年金費用（百万円） 42,801 35,235 

リ 退職給付引当金（百万円）（ト－チ） △144,586 △135,086 

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

（注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。 

 （注）         同左 
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３ 退職給付費用に関する事項 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

イ 勤務費用（百万円） 18,364（注）１      16,350（注）１ 

ロ 利息費用（百万円） 7,240 6,857 

ハ 期待運用収益（百万円） △5,703 △4,723 

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額（百万円） 128 7 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 11,342 16,562 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額（百万円） △922 △902 

ト 退職給付費用（百万円） 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
30,450 34,152 

チ その他（百万円） 1,460（注）２ 95（注）２ 

計（百万円）（ト＋チ） 31,911 34,247 

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（注）１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は「イ 勤務費用」に含めております。 

 （注）１        同左 

   ２ 一部の連結子会社において確定拠出年金制度

を設けており、その掛金支払額であります。 

       ２        同左 

  

      ３ 上記の他、特別加算金等6,024百万円を支払っ

ております。 

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 主として期間定額基準 同左 

ロ 割引率 主として1.5％ 同左 

ハ 期待運用収益率 主として1.7％ 同左 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 主として10年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法に

より費用処理しております。） 

同左 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として10年 

（各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしてお

ります。） 

同左 
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（税効果会計関係） 
１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

（繰延税金資産） （繰延税金資産） 

退職給付引当金 39,779百万円

税務上の繰越欠損金 34,788 

減損損失 21,802 

未払賞与 20,429 

特定事業損失引当金 18,331 

未実現利益の消去額 15,710 

特別修繕引当金 15,092 

その他 63,235 

繰延税金資産小計 229,170 

    

評価性引当額 △73,452 

繰延税金資産合計 155,718 

税務上の繰越欠損金     67,887百万円

退職給付引当金 39,212 

減損損失 18,834 

特定事業損失引当金 16,202 

未払賞与 14,294 

特別修繕引当金 12,281 

その他 55,449 

繰延税金資産小計 224,163 

    

評価性引当額 △68,852 

繰延税金資産合計 155,310 

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

固定資産圧縮積立金 △9,837百万円

特別修繕準備金 △4,793 

その他 △3,276 

繰延税金負債合計 △17,907 

    

繰延税金資産の純額 137,810 

その他有価証券評価差額金 △24,314百万円

固定資産圧縮積立金 △10,209 

特別修繕準備金 △6,100 

その他 △11,745 

繰延税金負債合計 △52,369 

    

繰延税金資産の純額 102,941 

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、記載を省略しております。 

 法定実効税率 40.0％

（調整）   

 受取配当金の益金不算入等 △9.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.2 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  鉄鋼事業 
（百万円） 

エンジニ
アリング
事業 

（百万円）

造船事業 
（百万円）

都市開発
事業 

（百万円）

ＬＳＩ事業
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高、営業損益
及び経常利益 

                

売上高                 

(1）外部顧客に対す

る売上高 
3,355,365 319,598 181,306 24,161 27,849 3,908,282 － 3,908,282

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 
67,999 18,687 105 1,008 － 87,801 △87,801 －

計 3,423,365 338,285 181,412 25,170 27,849 3,996,083 △87,801 3,908,282

営業費用 2,998,279 333,672 196,663 28,785 31,853 3,589,253 △88,777 3,500,476

営業利益 

（△は営業損失） 
425,085 4,612 △15,250 △3,614 △4,003 406,829 976 407,806

経常利益 

（△は経常損失） 
412,591 9,950 △14,944 △3,775 △4,213 399,609 953 400,562

Ⅱ 資産、減価償却

費、減損損失及び
資本的支出 

                

資産 3,631,671 372,820 244,330 45,010 20,862 4,314,696 14,205 4,328,901

減価償却費 231,159 6,599 5,124 568 3,943 247,392 378 247,774

減損損失 20,685 579 － － 3,963 25,228 － 25,228

資本的支出 273,653 4,867 6,731 1,726 2,280 289,259 323 289,582

  鉄鋼事業 
（百万円） 

エンジニ
アリング
事業 

（百万円）

造船事業 
（百万円）

都市開発
事業 

（百万円）

ＬＳＩ事業
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高、営業損益

及び経常損益 
                

売上高                 

(1）外部顧客に対す
る売上高 

2,226,276 283,391 286,739 23,257 24,692 2,844,356 － 2,844,356

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 
55,165 10,876 － 3,670 － 69,711 △69,711 －

計 2,281,441 294,267 286,739 26,927 24,692 2,914,068 △69,711 2,844,356

営業費用 2,234,631 280,892 265,721 28,469 25,014 2,834,730 △79,148 2,755,581

営業利益 

（△は営業損失） 
46,810 13,374 21,017 △1,541 △322 79,338 9,436 88,775

経常利益 

（△は経常損失） 
32,310 13,355 21,592 △1,831 △917 64,509 4,779 69,289

Ⅱ 資産、減価償却
費、減損損失及び

資本的支出 

                

資産 3,543,807 265,347 186,971 29,050 21,281 4,046,458 △128,141 3,918,317

減価償却費 234,389 5,880 5,350 493 2,189 248,304 70 248,374

減損損失 497 650 － 2,094 － 3,242 － 3,242

資本的支出 212,176 5,790 5,856 229 1,209 225,262 5 225,268
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 （注）１ 事業区分の方法 

当社グループの事業会社体制に基づき区分しております。 

事業会社体制に基づく事業区分および各区分の主要な事業の内容については「第１ 企業の概況 ３ 事業の

内容」に記載しております。 

  

２ 「消去又は全社」に含めた金額および主な内容 

  

３ 会計処理方法の変更 

（前連結会計年度） 

棚卸資産の評価に関する会計基準 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度よ

り、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたこ

とに伴い、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法による原価法により算定しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業利益および経常利益は、鉄鋼事業が

11,550百万円、都市開発事業が4,704百万円、ＬＳＩ事業が661百万円、消去又は全社が485百万円それ

ぞれ減少しております。これ以外のセグメントに与える影響は軽微であります。 

  

リース取引に関する会計基準およびリース取引に関する会計基準の適用指針 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度よ

り、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用しております。この変更による当連結会計年度の各セグメントの営業利益および経常利益

への影響は軽微であります。 

  

（追加情報） 

有形固定資産の耐用年数の変更 

 法人税法上の法定耐用年数の見直しを踏まえ、当連結会計年度より、機械装置等の一部について、耐

用年数を変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の

鉄鋼事業の減価償却費は6,907百万円増加し、営業利益は6,821百万円、経常利益は6,859百万円それぞ

れ減少しております。これ以外のセグメントに与える影響は軽微であります。 

  

（当連結会計年度） 

収益の計上基準 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）および「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。 こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の売上高は、鉄鋼事業が4,973百

万円、エンジニアリング事業が8,178百万円、造船事業が90,200百万円それぞれ増加し、消去又は全社

が331百万円減少しております。また、同連結会計年度の営業利益および経常利益は、鉄鋼事業が516百

万円、エンジニアリング事業が854百万円、造船事業が16,242百万円それぞれ増加し、消去又は全社が

32百万円減少しております。 

  
前連結会計年度 
（百万円） 

当連結会計年度 
（百万円） 

主な内容 

全社資産 162,370 33,200 「未収入金」等 
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【所在地別セグメント情報】 
前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（注）１ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域は以下のとおりであります。 

（1）国または地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

（2）各区分に属する主な国または地域……アジア：韓国、中国、タイ等 

その他の地域：中南米、北米、欧州等 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（注）１ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域は以下のとおりであります。 

（1）国または地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

（2）各区分に属する主な国または地域……アジア：韓国、中国、タイ等 

その他の地域：中南米、北米、欧州等 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 999,050 337,398 1,336,448 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     3,908,282 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
25.6 8.6 34.2 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 769,904 321,028 1,090,932 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     2,844,356 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
27.1 11.3 38.4 
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【関連当事者情報】 
前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）お

よび「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を

適用しております。この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結子会社と関連会社との間の取引が開示対象に

追加されております。 

  

１ 関連当事者との取引 

 （１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

  

 （２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

（ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社および関連会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等  

（注）１ 当社の関連会社であるＪＦＥ商事ホールディングス㈱が、議決権の100％を直接保有しております。

２ 市場価格等に基づき、交渉の上、取引条件を決定しております。 

３ 取引金額には消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

  

２ 親会社または重要な関連会社に関する注記 

  該当事項はありません。 

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権
等の所
有（被
所有）
割合 

（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容 取引金額 

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

関 連 会

社(当該

関 連 会
社 の 子

会 社 を

含む) 

ＪＦＥ商事

㈱ 
（注）１ 

大阪市 
北区 

14,539 

鉄鋼製品、

原燃料・化

学 品 、 物
資、機械等

の販売 

なし 

ＪＦＥスチ
ール㈱の製

品等の販売

ならびに原

材料等の購
入 

  

役員の兼任

等 

鉄鋼製品
等の販売 

（注）

2、3 

  
原材料等

の購入 

（注）

2、3 

994,712 

  
  

  

  

196,490 

売掛金

  

  
  

  

買掛金

90,948
  

  
  

  

26,567
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

１ 関連当事者との取引 

 （１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

  

 （２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

（ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社および関連会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等  

（注）１ 当社の関連会社であるＪＦＥ商事ホールディングス㈱が、議決権の100％を直接保有しております。

２ 市場価格等に基づき、交渉の上、取引条件を決定しております。 

３ 取引金額には消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

  

２ 親会社または重要な関連会社に関する注記 

  該当事項はありません。 

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権
等の所
有（被
所有）
割合 

（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容 取引金額 

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

関 連 会

社(当該

関 連 会
社 の 子

会 社 を

含む) 

ＪＦＥ商事

㈱ 
（注）１ 

大阪市 
北区 

14,539 

鉄鋼製品、

原燃料・化

学 品 、 物
資、機械等

の販売 

なし 

ＪＦＥスチ
ール㈱の製

品等の販売

ならびに原

材料等の購
入 

  

役員の兼任

等 

鉄鋼製品
等の販売 

（注）

2、3 

  
原材料等

の購入 

（注）

2、3 

686,945 

  
  

  

  

102,193 

売掛金

  

  
  

  

買掛金

64,857
  

  
  

  

30,356
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（１株当たり情報） 

  

 （注）１ １株当たり純資産額の算定は、以下のとおりであります。 

２ １株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定は、以下のとおりであり

ます。 

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ １株当たり純資産額 

  

2,526円26銭

  

２ １株当たり当期純利益金額 

  

 355円64銭

  

３ 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
338円36銭

１ １株当たり純資産額 

  

2,689円88銭

  

２ １株当たり当期純利益金額 

  

86円35銭

  

３ 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
86円26銭

  
前連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 
当連結会計年度末 

（平成22年３月31日） 

純資産の部の合計額 1,378,041百万円 1,465,898百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 42,145百万円 43,648百万円 

（うち少数株主持分） （42,145百万円） （43,648百万円） 

普通株式に係る期末の純資産額 1,335,895百万円 1,422,250百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数 
528,804千株 528,740千株 

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日）

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益 194,229百万円 45,659百万円 

普通株主に帰属しない金額 － －  

普通株式に係る当期純利益 194,229百万円 45,659百万円 

普通株式の期中平均株式数 546,134千株 528,745千株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額 3,267百万円 △5百万円 

（うち社債発行差金の償却額 

 （税額相当額控除後）） 
（△23百万円） （△5百万円） 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） （3,290百万円） （－百万円） 

普通株式増加数 37,548千株       495千株 

（うち新株予約権付社債） （37,548千株） （495千株） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

────── 

第１回取得条項付無担保

転換社債型新株予約権付

社債（劣後特約付）（額

面総額3,000億円）。 

なお、この概要は連結財

務諸表の「社債明細表」

に記載のとおりでありま

す。 
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（重要な後発事象） 
前連結会計年度および当連結会計年度のいずれにおいても該当事項はありません。 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

会社名 銘柄 
発行 

年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高
（百万円）

利率 
（％） 

担保 償還期限 

当社 第１回無担保社債 
平成15年 

７月31日 
20,000 

 (20,000)

20,000 
1.00 なし 

平成22年 

７月30日 

当社 

2009年満期円貨建保証付転

換社債型新株予約権付社債

※１ 

平成16年 

６月14日 
8,049 － － なし 

平成21年 

６月15日 

当社 第５回無担保社債 
平成17年 

７月27日 
30,000 

 （30,000)

30,000 
0.64 なし 

平成22年 

７月27日 

当社 第６回無担保社債 
平成17年 

11月２日 
20,000 

 (20,000)

20,000 
0.98 なし 

平成22年 

11月２日 

当社 第７回無担保社債 
平成18年 

10月20日 
20,000 20,000 1.44 なし 

平成23年 

10月20日 

当社 第８回無担保社債 
平成19年 

４月25日 
19,996 19,997 1.33 なし 

平成24年 

４月25日 

当社 第９回無担保社債 
平成19年 

11月20日 
29,997 29,998 1.33 なし 

平成24年 

11月20日 

当社 

第１回取得条項付無担保転

換社債型新株予約権付社債

（劣後特約付）※２ 

平成20年 

３月17日 
300,000 300,000 1.853 なし 

平成25年 

７月23日 

当社 第10回無担保社債 
平成20年 

６月２日 
40,000 40,000 1.29 なし 

平成23年 

６月２日 

当社 第11回無担保社債 
平成20年 

９月10日 
40,000 40,000 1.278 なし 

平成25年 

９月10日 

当社 第12回無担保社債 
平成20年 

９月10日 
20,000 20,000 1.351 なし 

平成27年 

９月10日 

当社 第13回無担保社債 
平成21年 

７月24日 
－ 40,000 0.927 なし 

平成26年 

７月24日 

当社 第14回無担保社債 
平成22年 

３月５日 
－ 40,000 0.708 なし 

平成27年 

３月５日 

ＪＦＥスチール㈱ 第22回無担保社債 
平成９年 

５月21日 
20,000 20,000 3.50 なし 

平成24年 

５月21日 

ＪＦＥスチール㈱ 第23回２号無担保社債 
平成９年 

11月27日 
10,000 － 2.375 なし 

平成21年 

11月27日 

ＪＦＥスチール㈱ 第27回無担保社債 
平成10年 

１月29日 
10,000 － 3.00 なし 

平成22年 

１月29日 

ＪＦＥスチール㈱ 第32回２号無担保社債 
平成11年 

11月30日 
   10,000 － 3.27 なし 

平成21年 

11月30日 

ＪＦＥスチール㈱ 第45回無担保社債 
平成15年 

３月３日 
     10,000 － 1.06 なし 

平成22年 

３月３日 

合計 － － 608,044 
（70,000)

639,996 
－ － － 
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（注）１ 当期末残高欄（ ）内の数字は内数で償還期限が１年内となり「１年内償還予定の社債」に振替えたもの

であります。 

  

２ 2009年満期円貨建保証付転換社債型新株予約権付社債は英国において発行したものであります。 

  

３ ※１ 2009年満期円貨建保証付転換社債型新株予約権付社債に関する記載は以下のとおりであります。 

本新株予約権付社債権者が本新株予約権を行使したときは、当該本新株予約権に係る本社債の全額の償還

に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとみなす。 

  

４ ※２ 第１回取得条項付無担保転換社債型新株予約権付社債（劣後特約付）に関する記載は以下のとおり

であります。 

本新株予約権付社債権者が本新株予約権を行使したときは、当該本新株予約権に係る本社債の全額の償還

に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとみなす。 

  

５ 連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額 無償 

株式の発行価格 3,465円 

発行価額の総額 1,025億円 

新株予約権の行使により発行

した株式の発行価額の総額 
942億円 

新株予約権の付与割合 100％ 

新株予約権の行使期間 

平成16年６月28日から平成21年６月10日（但し、本社債の繰上償還の

場合には、当該償還日の３銀行営業日前の日。）の銀行営業終了時

（行使請求地時間）までとする。 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額 無償 

株式の発行価格 8,530円 

発行価額の総額 3,000億円 

新株予約権の行使により発行

した株式の発行価額の総額 
───────── 

新株予約権の付与割合 100％ 

新株予約権の行使期間 

平成20年３月17日から平成25年７月22日（但し、本社債の繰上償還の

場合には、当該償還日の１銀行営業日前の日。）の銀行営業終了時

（行使請求地時間）までとする。 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

70,000 60,000 70,000 340,000 80,000 
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【借入金等明細表】 

（注）１ 平均利率を算定する際の利率および借入金残高は、当期末時点のものを使用しております。 

  
２ リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務

を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

  
３ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）、リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）

および割賦未払金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以

下のとおりであります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 8,845 7,592 2.68 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 180,072 126,209 0.80 － 

１年以内に返済予定のリース債務 6,632 5,401 － － 

長期借入金 

（１年以内に返済予定のものを除く。） 
795,849 680,677 1.18 

平成23年２月28日～ 

平成41年９月28日 

リース債務 

（１年以内に返済予定のものを除く。） 
13,321 10,502 － 

平成23年４月８日～ 

平成31年３月31日 

その他有利子負債         

コマーシャル・ペーパー 

（１年以内返済） 
175,935 13,997 0.11 － 

割賦未払金  （１年以内返済） 4,731 3,600 2.90 － 

  〃    （１年超返済） 5,734 2,222 2.97 
平成23年５月31日～ 

平成25年１月２日 

計 1,191,122 850,202 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 222,449 163,234 133,889 61,196 

リース債務 3,789 2,679 1,668 1,765 

割賦未払金 2,051 130 40 － 
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（２）【その他】 

（重要な訴訟事件等） 

 ＪＦＥエンジニアリング㈱は、ごみ焼却施設建設工事に関する独占禁止法違反について、

平成19年３月、公正取引委員会から5,732百万円の課徴金納付命令を受けましたが、同年４

月、審判手続開始請求し審判手続中であります。 

 また、本件に関連して、本年４月、発注者からの損害賠償請求訴訟１件について、損害賠

償金968百万円の支払いを命じる第二審判決が確定し、同年５月、新たに発注者からの損害賠

償請求訴訟１件（請求額1,404百万円）が提起されました。提出日現在、住民訴訟１件（請求

額合計848百万円）および発注者からの損害賠償請求訴訟５件（請求額合計7,557百万円）が

係属中であります。 

  

（注）本年４月に判決が確定した上記発注者からの損害賠償請求訴訟１件については、損害賠償金968百万円

および遅延損害金を訴訟損失引当金として計上しております。 

  

  

（当連結会計年度における四半期情報） 

 
第１四半期 

自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日

第２四半期 
自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日

第３四半期 
自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日 

第４四半期 
自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日

売上高 （百万円） 588,605 718,111 725,049 812,589 

税金等調整前四半

期純利益金額又は

税金等調整前四半

期純損失金額 

（△） 

（百万円） △67,260 9,852 46,613 81,747 

四半期純利益金額

又は四半期純損失

金額（△） 

（百万円） △41,559 12,879 27,301 47,037 

１株当たり四半期

純利益金額又は１

株当たり四半期純

損失金額（△）  

（円） △78.59 24.36 51.64 88.97 
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 152,623 534

営業未収入金 4,382 3,468

短期貸付金 ※2  428,041 ※2  423,900

繰延税金資産 83 215

未収入金 17,897 33,040

その他 185 56

流動資産合計 603,212 461,214

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 669 －

構築物（純額） 0 －

機械及び装置（純額） 1 －

車両運搬具（純額） 0 －

工具、器具及び備品（純額） 37 3

リース資産（純額） 5 4

建設仮勘定 0 0

有形固定資産合計 ※1  715 ※1  8

無形固定資産   

特許権 5 －

商標権 38 31

ソフトウエア 4 6

無形固定資産合計 48 37

投資その他の資産   

関係会社株式 906,555 906,120

出資金 4 4

関係会社長期貸付金 1,230,100 1,140,200

長期前払費用 10 5

繰延税金資産 694 55

その他 759 738

投資その他の資産合計 2,138,123 2,047,124

固定資産合計 2,138,888 2,047,169

繰延資産   

社債発行費 1,770 1,361

繰延資産合計 1,770 1,361

資産合計 2,743,871 2,509,746
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 153,500 119,900

コマーシャル・ペーパー 175,935 13,997

1年内償還予定の社債 － 70,000

1年内償還予定の新株予約権付社債 8,049 －

リース債務 1 1

未払金 6,954 ※2  43,467

未払費用 4,465 4,487

未払法人税等 20,889 51

預り金 11,652 12,048

取締役・監査役賞与引当金 104 －

流動負債合計 381,552 263,954

固定負債   

社債 239,994 249,996

新株予約権付社債 300,000 300,000

長期借入金 763,500 653,600

リース債務 4 2

執行役員退職慰労引当金 41 67

本社移転損失引当金 1,549 －

その他 115 68

固定負債合計 1,305,204 1,203,734

負債合計 1,686,757 1,467,688

純資産の部   

株主資本   

資本金 147,143 147,143

資本剰余金   

資本準備金 772,574 772,574

資本剰余金合計 772,574 772,574

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 561,908 547,076

利益剰余金合計 561,908 547,076

自己株式 △424,511 △424,736

株主資本合計 1,057,113 1,042,057

純資産合計 1,057,113 1,042,057

負債純資産合計 2,743,871 2,509,746
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

営業収益   

受取配当金 ※1  100,082 ※1  108

金融収益 ※1  21,611 ※1  18,585

経営管理料 ※1  5,011 ※1  5,417

営業収益合計 126,705 24,110

営業費用   

金融費用 20,605 18,523

一般管理費 ※2, ※3  4,281 ※2  2,997

営業費用合計 24,886 21,521

営業利益 101,818 2,589

営業外費用   

固定資産除却損 － 3

営業外費用合計 － 3

経常利益 101,818 2,585

特別損失   

関係会社株式評価損 10,436 459

本社移転損失引当金繰入額 1,549 －

特別損失合計 11,985 459

税引前当期純利益 89,832 2,125

法人税、住民税及び事業税 854 549

法人税等調整額 △500 507

法人税等合計 354 1,056

当期純利益 89,478 1,069
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 147,143 147,143

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 147,143 147,143

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 772,574 772,574

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 772,574 772,574

その他資本剰余金   

前期末残高 209 －

当期変動額   

自己株式の処分 △209 －

当期変動額合計 △209 －

当期末残高 － －

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 540,004 561,908

当期変動額   

剰余金の配当 △67,422 △15,876

当期純利益 89,478 1,069

自己株式の処分 △153 △25

当期変動額合計 21,903 △14,831

当期末残高 561,908 547,076

自己株式   

前期末残高 △270,922 △424,511

当期変動額   

自己株式の取得 △154,350 △287

自己株式の処分 761 62

当期変動額合計 △153,588 △225

当期末残高 △424,511 △424,736

株主資本合計   

前期末残高 1,189,009 1,057,113

当期変動額   

剰余金の配当 △67,422 △15,876

当期純利益 89,478 1,069

自己株式の取得 △154,350 △287

自己株式の処分 398 37

当期変動額合計 △131,895 △15,056

当期末残高 1,057,113 1,042,057
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【重要な会計方針】 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準および評価方法 

 移動平均法による原価法によっております。 

１ 有価証券の評価基準および評価方法 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産（リース資産を除く）は、建物は定額

法、その他は定率法、また無形固定資産（リース資産

を除く）は定額法によっております。 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

（リース契約に残価保証の取決めがある場合は、当該

残価保証額）とする定額法によっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産（リース資産を除く）は定率法、無形

固定資産（リース資産を除く）は定額法によっており

ます。 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

（リース契約に残価保証の取決めがある場合は、当該

残価保証額）とする定額法によっております。 

３ 繰延資産の処理方法 

 社債発行費は、社債の償還までの期間にわたり均等

償却（僅少なものは支出時に全額費用処理）しており

ます。        

 株式交付費は、支出時に全額費用として処理してお

ります。 

３ 繰延資産の処理方法 

同左 

４ 引当金の計上基準 

(1)取締役・監査役賞与引当金は、取締役・監査役賞与

の支給に備えるため、支給見込額を計上しておりま

す。 

４ 引当金の計上基準 

───────── 

    

(2)執行役員退職慰労引当金は、執行役員退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

執行役員退職慰労引当金 

 執行役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。  

    

(3)本社移転損失引当金は、来春に予定されている本

社移転に伴い発生する損失に備えるため、損失見込

額を計上しております。 

───────── 

５ ヘッジ会計の方法  

(1） ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 なお、金利スワップについては特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を採用しております。 

  

５ ヘッジ会計の方法  

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  金利スワップ…借入金および社債 

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(3）ヘッジ方針 

 社内管理規定に基づき、金利変動リスクをヘッジ

しております。 

 当該デリバティブ取引は、実需に基づくものに限

定しており、投機を目的に単独で利用することはあ

りません。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

６ 消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

６ 消費税等の会計処理 

同左 

７ 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 

７ 連結納税制度の適用 

同左 
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【会計方針の変更】 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準等）   

  所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を当事業

年度から適用し、従来の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理から通常の売買取引に係る会計処理に変更

しております。  

  この変更による当事業年度の営業利益、経常利益お

よび税引前当期純利益への影響はありません。 

  

  

 ───────── 
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【追加情報】 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更）  

 法人税法上の法定耐用年数の見直しを踏まえ、当事

業年度より、機械及び装置について、耐用年数を変更

しております。 

 この変更による当事業年度の営業利益、経常利益お

よび税引前当期純利益への影響は軽微であります。  

  

  

 ───────── 
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【注記事項】 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１ ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は188百万円で

あります。 

  

１ ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は25百万円で

あります。 

  

２ ※２ 関係会社に対する主な資産、負債には、区分

掲記されたもののほか以下のものがあります。 

２ ※２ 関係会社に対する主な資産、負債には、区分

掲記されたもののほか以下のものがあります。 

短期貸付金 428,041百万円 短期貸付金 

未払金  

423,900百万円

42,838 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ ※１ 営業収益のうち関係会社との取引金額は以下

のとおりであります。 

１ ※１ 営業収益のうち関係会社との取引金額は以下

のとおりであります。 

受取配当金 100,082百万円

金融収益 21,604 

経営管理料 5,011 

受取配当金 108百万円

金融収益 18,573 

経営管理料 5,417 

２ ※２ 一般管理費の主な費目および金額は以下のと

おりであります。 

２ ※２ 一般管理費の主な費目および金額は以下のと

おりであります。 

取締役及び監査役報酬 435百万円

取締役・監査役賞与引当金繰入

額 
104 

給与諸手当 1,027 

賃借料 551 

交際費 444 

業務委託費 805 

減価償却費 98 

取締役及び監査役報酬 353百万円

給与諸手当 891 

賃借料 510 

業務委託費 651 

減価償却費 75 

    

    

３ ※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は162百万円

であります。 

 ────── 
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（株主資本等変動計算書関係） 
前事業年度（自  平成20年４月１日 至  平成21年３月31日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加42,301千株は、市場買付による自己の株式の取得等による増加であ

ります。 

           ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少132千株は、単元未満株式買増制度に伴う株主への売り渡しによる減

少であります。 

当事業年度（自  平成21年４月１日 至  平成22年３月31日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加90千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

           ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少12千株は、単元未満株式買増制度に伴う株主への売り渡しによる減

少であります。 

（リース取引関係） 
   前事業年度および当事業年度のいずれにおいても該当事項はありません。 

  

（有価証券関係） 

 前事業年度（自  平成20年４月１日 至  平成21年３月31日） 

   子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 当事業年度（自  平成21年４月１日 至  平成22年３月31日） 

   子会社株式および関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式906,120百万円）は、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

株式の種類 
前事業年度末  

 株式数（千株） 
当事業年度   

増加株式数（千株） 
当事業年度  

減少株式数（千株） 
当事業年度末 

 株式数（千株） 

自己株式         

普通株式 43,051 42,301 132 85,220 

株式の種類 
前事業年度末  

 株式数（千株） 
当事業年度   

増加株式数（千株） 
当事業年度  

減少株式数（千株） 
当事業年度末 

 株式数（千株） 

自己株式         

普通株式 85,220 90 12 85,298 
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（税効果会計関係） 
１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

（繰延税金資産） （繰延税金資産） 

関係会社株式評価損 4,247百万円

本社移転損失引当金 630 

未払賞与 63 

その他 84 

  繰延税金資産小計 5,024 

    

評価性引当額  △4,247 

 繰延税金資産合計 777 

    

関係会社株式評価損 4,434百万円

未払費用 60 

その他 210 

  繰延税金資産小計 4,704 

    

評価性引当額  △4,434 

 繰延税金資産合計 270 

    

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

法定実効税率 40.7％

（調整）   

受取配当金等一時差異でない 

申告調整項目等 
△40.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.4 

    

法定実効税率 40.7％

（調整）   

評価性引当額等 9.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.7 
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（１株当たり情報） 

  

 （注） 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ １株当たり純資産額 1,997円50銭

  

２ １株当たり当期純利益金額 163円75銭

  

３ 潜在株式調整後１株当り 

当期純利益金額 
158円81銭

１ １株当たり純資産額 1,969円34銭

  

２ １株当たり当期純利益金額 ２円02銭

  

３ 潜在株式調整後１株当り 

当期純利益金額 
２円01銭

  
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益 89,478百万円       1,069百万円 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式に係る当期純利益 89,478百万円 1,069百万円 

普通株式の期中平均株式数 546,442千株 529,177千株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額 3,267百万円      △５百万円 

（うち社債発行差金の償却額 

（税額相当額控除後）） 
（△23百万円） （△５百万円） 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） （3,290百万円） （－） 

普通株式増加数 37,548千株       495千株 

（うち新株予約権付社債） （37,548千株） （495千株） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

 ────── 

第１回取得条項付無担保転

換社債型新株予約権付社債

（劣後特約付）（額面総額

3,000億円）。 

なお、この概要は連結財務

諸表の「社債明細表」に記

載のとおりであります。 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  ──────  当社は、グループ金融業務の集約のため、当社の子会

社である㈱ＪＦＥファイナンスが行っておりましたグ

ループ金融業務を平成22年６月１日に譲受けました。

なお、譲受けた資産および負債の金額は下記の通りで

あります。 

  資産合計 140,586百万円 

  負債合計 140,467百万円 
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 該当事項はありません。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注） 有形固定資産および無形固定資産の金額については、資産総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、

「当期増加額」および「当期減少額」の記載を省略しております。 

【引当金明細表】 

  

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累

計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高  

（百万円）

有形固定資産              

建物 － － － － － 43 －

構築物 － － － － － 0 －

機械及び装置 － － － － － 0 －

車両運搬具 － － － － － 0 －

工具、器具及び備品 － － － 24 21 10 3

リース資産 － － － 7 3 1 4

建設仮勘定 － － － 0 － － 0

有形固定資産計 － － － 33 25 57 8

無形固定資産              

特許権 － － － － － 1 －

商標権 － － － 97 66 9 31

ソフトウエア － － － 15 9 1 6

無形固定資産計 － － － 113 75 13 37

長期前払費用 29 0 8 21 16 5 5

繰延資産              

社債発行費 2,213 － － 2,213 851 408 1,361

繰延資産計 2,213 － － 2,213 851 408 1,361

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

取締役・監査役賞与引当金 104 － 104 － － 

執行役員退職慰労引当金 41 25 － － 67 

本社移転損失引当金 1,549 － 1,549 － － 
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（２）【主な資産及び負債の内容】 
① 現金及び預金 

② 営業未収入金 

 当事業年度末に発生している短期貸付金および関係会社長期貸付金に係る未収利息3,468百万円であり、相手

先別の内訳は以下のとおりであります。 

③ 短期貸付金 

④ 関係会社株式 

⑤ 関係会社長期貸付金 

区分 金額（百万円） 

現金 0 

預金                当座預金  533 

                    普通預金 0 

計 534 

合計  534 

相手先 金額（百万円） 

ＪＦＥスチール㈱ 3,312 

その他 156 

合計 3,468 

相手先 金額（百万円） 

ＪＦＥスチール㈱ 368,900 

その他 55,000 

合計 423,900 

銘柄 金額（百万円） 

ＪＦＥスチール㈱ 709,831 

ＪＦＥエンジニアリング㈱ 95,599 

その他 100,690 

合計 906,120 

相手先 金額（百万円） 

ＪＦＥスチール㈱ 1,103,200 

その他 37,000 

合計 1,140,200 
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⑥ 社債                                249,996百万円※ 

⑦ 新株予約権付社債                          300,000百万円※ 

※内訳は「１ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表」に記載しております。

⑧  長期借入金                     

（３）【その他】 
 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほコーポレート銀行 59,500 

日本生命保険(相) 55,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行   49,200 

㈱三井住友銀行   41,500 

第一生命保険(相) 39,000 

その他 409,400 

合計 653,600 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取・買増   

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号  

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 － 

買取・買増手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告（当社ホームページに掲載） 

（アドレス） 

http://www.jfe-holdings.co.jp/ 
※ 事故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済

新聞に掲載して行います。 

株主に対する特典 

（株主優待制度） 

１００株以上ご所有の株主様対象に、年２回、工場見学会を実

施しています。（応募者多数の場合は抽選にてご案内） 
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第７【提出会社の参考情報】 
１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

 事業年度 第７期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）平成21年６月25日関東

財務局長に提出 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 

    事業年度 第７期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）平成21年６月25日関東 

    財務局長に提出 

(3) 四半期報告書及び確認書 

① 第８期第１四半期（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）平成21年８月11日関東

財務局長に提出 

② 第８期第２四半期（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）平成21年11月10日関東

財務局長に提出 

③ 第８期第３四半期（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）平成22年２月10日関東

財務局長に提出 

(4) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書 

 平成21年11月10日提出の第８期第２四半期（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30

日）の四半期報告書に係る訂正報告書及び確認書を平成21年11月11日関東財務局長に提出 

(5) 臨時報告書 

① 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号〔財政状態及び経営成績に著しい影

響を与える事象（投資有価証券評価損の計上）〕の規定に基づく臨時報告書を平成21年４月

７日関東財務局長に提出 

② 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（提出会社が株式交換完全親会

社となる株式交換）の規定に基づく臨時報告書を平成22年２月24日関東財務局長に提出 

③ 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表者の異動）の規定に基づく臨

時報告書を平成22年４月１日関東財務局長に提出 

(6) 発行登録書（普通社債）及びその添付書類 

   平成21年６月29日関東財務局長に提出 

(7) 発行登録追補書類及びその添付書類 

  平成21年６月29日提出の発行登録書（普通社債）に係る発行登録追補書類及びその添付書類

を平成21年７月17日、平成22年２月26日、平成22年５月21日関東財務局長に提出 
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 (8) 訂正発行登録書 

  平成21年６月29日提出の発行登録書（普通社債）に係る訂正発行登録書を平成21年８月３

日、平成21年８月11日、平成21年10月29日、平成21年11月10日、平成21年11月11日、平成22年

１月29日、平成22年２月10日、平成22年２月24日、平成22年４月１日 

(9) 自己株券買付状況報告書 

   平成21年４月14日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

第１【保証会社情報】 
１【保証の対象となっている社債】 

(注) 保証会社はＪＦＥスチール㈱であります。 

名  称 発行年月日 券面総額 
（百万円）

償還額 
（百万円）

当連結会計
年度末現在
の未償還額 
（百万円） 

上場取引所

ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社第１回無担保社債 

（ＪＦＥスチール株式会社保証付） 

平成15年 

７月31日 
20,000 －  20,000 － 

ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社第５回無担保社債 

（ＪＦＥスチール株式会社保証付） 

平成17年 

７月27日 
30,000 －  30,000 － 

ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社第６回無担保社債 

（ＪＦＥスチール株式会社保証付） 

平成17年 

11月２日 
20,000 －  20,000 － 

ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社第７回無担保社債 

（ＪＦＥスチール株式会社保証付） 

平成18年 

10月20日 
20,000 －  20,000 － 

ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社第８回無担保社債 

（ＪＦＥスチール株式会社保証付） 

平成19年 

４月25日 
20,000 －  20,000 － 

ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社第９回無担保社債 

（ＪＦＥスチール株式会社保証付） 

平成19年 

11月20日 
30,000 －  30,000 － 

ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社第10回無担保社債 

（ＪＦＥスチール株式会社保証付） 

平成20年 

６月２日 
40,000 －  40,000 － 

ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社第11回無担保社債 

（ＪＦＥスチール株式会社保証付） 

平成20年 

９月10日 
40,000 －  40,000 － 

ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社第12回無担保社債 

（ＪＦＥスチール株式会社保証付） 

平成20年 

９月10日 
20,000 －  20,000 － 

ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社第13回無担保社債 

（ＪＦＥスチール株式会社保証付） 

平成21年 

７月24日 
40,000 －  40,000 － 

ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社第14回無担保社債 

（ＪＦＥスチール株式会社保証付） 

平成22年 

３月５日 
40,000 －  40,000 － 

合  計 － 320,000   320,000 － 
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２【継続開示会社たる保証会社に関する事項】 

（１）【保証会社が提出した書類】 

①【有価証券報告書及びその添付書類又は四半期報告書若しくは半期報告書】 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第７期（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）平成22年６月28日関

東財務局長に提出 

②【臨時報告書】 

 該当事項はありません。 

③【訂正報告書】 

 該当事項はありません。 

（２）【上記書類を縦覧に供している場所】 

３【継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項】 

 該当事項はありません。 

第２【保証会社以外の会社の情報】 
 該当事項はありません。 

第３【指数等の情報】 
 該当事項はありません。 

名称 所在地 

ＪＦＥスチール株式会社本店 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 
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  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

      平成21年６月25日

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社  

  代表取締役社長 數  土 文  夫 殿 

  新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 氏  原 修  一  ㊞ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 阿  部 修  二  ㊞ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 市 之 瀬   申  ㊞ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 中  村 裕  輔  ㊞ 

＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の
連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計
算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独
立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を
基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理
的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジ
ェイ エフ イー ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって
終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。 

＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ジェイ エフ イー ホール
ディングス株式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備
及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告
書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又
は発見することができない可能性がある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統
制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないか
どうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制
の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討
することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい
る。 
 当監査法人は、ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制
は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統
制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
 ※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

2010/06/30 1:56:1609626132/ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社/有価証券報...



  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

      平成22年６月28日

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社  

  代表取締役社長 馬  田 一 殿 

  新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 谷  上 和  範  ㊞ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 中  島 康  晴  ㊞ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 市 之 瀬   申  ㊞ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 中  村 裕  輔  ㊞ 

＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の
連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計
算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独
立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を
基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理
的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジ
ェイ エフ イー ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって
終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。 

＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ジェイ エフ イー ホール
ディングス株式会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備
及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告
書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又
は発見することができない可能性がある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統
制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないか
どうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制
の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討
することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい
る。 
 当監査法人は、ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制
は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統
制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
 ※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

2010/06/30 1:56:1609626132/ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社/有価証券報...



  独立監査人の監査報告書  

      平成21年６月25日

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社  

  代表取締役社長 數 土 文 夫 殿 

  新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 氏  原 修  一  ㊞ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 阿  部 修  二  ㊞ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 市 之 瀬   申  ㊞ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 中  村 裕  輔  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第７期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェイ

エフ イー ホールディングス株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

2010/06/30 1:56:1609626132/ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社/有価証券報...



  独立監査人の監査報告書  

      平成22年６月28日

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社  

  代表取締役社長 馬  田 一 殿 

  新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 谷  上 和  範  ㊞ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 中  島 康  晴  ㊞ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 市 之 瀬   申  ㊞ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 中  村 裕  輔  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第８期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェイ

エフ イー ホールディングス株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

2010/06/30 1:56:1609626132/ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社/有価証券報...




